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研究成果の概要（和文）：雇用を内生的に扱える国際マクロ動学理論モデルにおいて、国際間の産業構造の変化
や生産拠点のシフト、企業の生産活動に影響を与える経済政策・貿易政策が、自国および対外諸国のマクロ変数
（GDP・消費・雇用率）、為替レート、経常収支、および経済厚生にどのような効果を及ぼすかを分析し、特に
動学的なインプリケーションに注目した考察をおこなった。

研究成果の概要（英文）：I investigate the dynamic international macro model with endogenous 
employment and international firm relocation. In this framework, the effects of international 
relocation of firms’ activities and production factors are examined. In particular, focusing on the
 properties of the dynamics, I have derived policy implications on macroeconomic variables 
(consumption, GDP, and employment rate).

研究分野：マクロ経済学

キーワード： 国際マクロ動学

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では生産拠点の変化を導入した国際マクロ動学理論モデルにおいて、国際間の企業移動にともなった産業
構造の変化があるもとで、経済政策・貿易政策が、自国および対外諸国のマクロ変数や経済成長にどのような効
果を及ぼすかを分析し、均衡の性質を明らかにするものであった。本研究の理論的考察から、GDPや社会厚生に
影響を与えるような政策的インプリケーションが導出されており、政府の経済政策の効果検証に役立てられるも
のと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
先進諸国内での失業率の高まりは重要な経済問題となっている。日本では 90年代から続く長期
の不況状況に直面し、雇用率の大きな改善がみられない。このような状況のもとで、国際化に伴
い、財の移動だけでなく、生産拠点の海外シフト、具体的には直接投資を通じた企業移動・FDI
や海外アウトソーシングは国内産業・国内労働市場を空洞化させ、雇用状況に与える影響が問題
になっている。国内産業保護、雇用率の改善、GDPの安定化に対応するため、産業誘致や貿易
政策など様々な経済政策が多くの国で講じられている。 
それらの経済状態を分析する研究は近年数多くおこなわれてきている。生産拠点の国際間移動
と経済成長率の関係を示した理論モデルの構築やシミュレーションによる量的分析があげられ
る。ただし、それらの既存研究では新古典派タイプのモデルを利用していることから、前提とし
て完全雇用の状況のみを扱うことになっている。 
 
 
 
２．研究の目的 
本研究課題ではこれまでの自身の研究テーマである経済停滞・不況状態を捉える理論分析の枠
組みに、国際間の産業構造を内生的に考察することで、国際化の進展を通じた雇用率や産業構
造・生産拠点の変化などの相互依存関係を動学的な枠組みにおいて捉えることができるモデル
の構築を試みる。具体的には、雇用率を内生的に扱える国際マクロ動学理論モデルにおいて、国
際間の産業構造の変化や生産拠点のシフト、企業の生産活動に影響を与える経済政策・貿易政策
が、自国および対外諸国のマクロ変数（GDP・消費・雇用率）、為替レート、経常収支、および
経済厚生にどのような効果を及ぼすかを分析するものである。特に動学的なインプリケーショ
ンに注目した考察をおこなう。 
以上より本研究の目的をまとめると、産業構造の変化や経済政策を通じた生産拠点の変化の効
果が、貿易構造を通じ、動学的な枠組みから導出される経常収支への効果、為替レートへの効果、
労働市場の構造変化、またそれに伴って自国および対外国への雇用率に対しても影響を及ぼす
チャンネルを見出すことである。本研究から、完全雇用と不完全雇用の両方のケースにおいて、
政策的な含意がどのように変更されるかを分析し、国内の産業政策が各市場を通じて、他国の景
気への影響も分析することができる。 
 
 
 
３．研究の方法 
国際マクロモデルにおいて、不況および、生産拠点の変化と為替レート、失業率の関係を内生的
に捉えたモデルの構築を試みるために、まずはじめに、国際間の相互依存関係をもったマクロモ
デルにおいて、不況を取り扱うことができる理論モデルをサーベイする。研究計画を遂行する上
で、失業を均衡とするモデルとして以下の３つのタイプのモデルを考え、モデルのフィットを確
かめる。(i) 摩擦的失業を考察できるサーチ理論モデル、(ii) 労働組合などの存在による賃金
の硬直モデル・効率賃金モデル、(iii) 流動性のわなを通じた需要不足による貨幣的不況モデ
ル、を取り上げる。また生産拠点シフトに関する分析や、生産拠点に与える経済政策に関して、
完全雇用の状態で行われた既存研究のサーベイをし、本研究における雇用率が内生的に与えら
れたモデル分析との比較をおこなう。 
これらの分析のためには、動学的な振る舞いを扱える一般均衡のもとで、その動学的な均衡の安
定性についても注意を払う。さらに数理統計ソフトを用い、シミュレーション分析をおこない、
量的分析もおこなう。 
 
 
 
４．研究成果 
本研究では生産拠点の変化を導入した国際マクロ動学理論モデルにおいて、国際間の企業移動
にともなった産業構造の変化があるもとで、経済政策・貿易政策が、自国および対外諸国のマク
ロ変数や経済成長にどのような効果を及ぼすかを分析し、均衡の性質を明らかにするものであ
った。本研究の成果としては、以下８本の論文にまとめられている。 
 
（１）研究開発に従事する研究者の量と質について明示的に扱えるモデルを構築した。先進諸国
でみられる経済の人口構造変化、特に少子高齢化が経済成長・発展にどのような影響を及ぼすか
について分析をした。特に少子化は研究者の量を引き下げるものの、家計の教育投資の上昇がも
たらされる効果を考えると、質に変化を与えるため、少子化の経済成長に与える影響は単調的で
はないことを示した（Hashimoto and Tabata 2016）。 
 
（２）労働市場の不完全性を捉える事ができるサーチ理論を用いて、２国の相互依存関係の議論
の前段階として、閉鎖経済体系でのモデル分析をおこない、失業と経済成長の関係がバブルの存
在とどのような関係をもつのかを分析した。特に労働市場に関わる政策変数（失業手当など）や



経済環境（労使間の交渉力や雇用破壊確率）が雇用変化を通じて、資本蓄積を通じた経済成長や
バブルの存在に与えるチャンネルを理論的に明らかにした（Hashimoto and Im 2016）。 
 
（３）２国の企業立地が内生化されたプロセスイノベーションによる経済成長モデルを構築し
た。生産拠点および研究開発拠点が国際間で自由に移動ができるもとで、各国の法人政策の効果
について分析をおこなった。特に生産拠点を誘致するような法人税の低下は、政策を実施する国
における企業の集積の程度に依存して、研究開発への知識のフローの特徴から、経済成長に対す
る政策効果が異なることを示した（Davis and Hashimoto 2018）。 
 
（４）労働市場の不完全性を導入し、失業率とバブルの関係を捉える成長モデルの構築をおこな
った。前述した（２）の研究とは異なって、経済成長の要因が研究開発を通じたモデルとなって
いる。特にバブルの崩壊や発生の際における動学システムに注目し、研究開発にかかるコストの
変化が、バブルの発生条件とどのような関係をもつかを明示的に求めることができた（Hashimoto 
and Im 2019）。 
 
（５）貨幣的不況モデルを用いて、閉鎖経済と小国開放経済における失業と GDP の関係を構築し
た。特に古典的な議論として、マンデルフレミングモデルで利用される小国解放経済の需要不足
モデルでは資本移動が完全なケースでは財政政策の有効性はないことが知られているが、ミク
ロ的基礎付けのない。本研究では新古典派モデルで考えられているミクロ基礎をもった動学の
枠組みで、貨幣的不況が存在する際には、閉鎖経済だけでなく小国解放経済でも財政政策の効果
は有効であることを示した（Hashimoto and Ono 2019）。 
 
（６）プロセスイノベーションによって生産性の成長が生じ、企業数であるバラエティーは自由
参入によって決定され、国際間で自由に生産拠点と研究開発が自由に移動できる枠組みに、労働
市場において摩擦のあるモデルを構築した。特に各国の労働市場の政策が、国際間の利子裁定を
通じて、経済成長や他国の労働市場に影響を及ぼすことを理論的に解明した（Davis and 
Hashimoto 2019b, Discussion Paper）。 
 
（７）プロセスイノベーションによって生産性の成長が生じ、企業数であるバラエティーは自由
参入によって決定され、国際間で自由に生産拠点と研究開発が自由に移動できる枠組みに、家計
において能力の違いが分布し、労働市場において熟練労働と非熟練労働市場が存在するモデル
を構築した。このとき、両国間で能力の分布の違いで、熟練・非熟練の賃金格差が両国で異なる
ことから、企業の研究開発の立地パターンに影響を及ぼす。このとき、研究開発に関してどのよ
うなオフショアリングのパターンが得られ、経済成長に与える影響について理論的な分析をお
こなった(Davis and Hashimoto 2019a, Discussion Paper）。 
 
（８）複数の国から構成されている世界経済において、研究開発に関する生産性にばらつきがあ
る内生的経済成長モデルを構築した。特に、多数ある国が、生産性に依存して、研究開発をする
North と、研究開発はおこなわず模倣活動をする South に内生的にわけられるモデルである。こ
のとき、産業政策など政策ショックに際して、模倣から研究開発にスイッチする国々や、その際
の世界の経済成長について、考察することができ、世界経済における格差にどのような影響を及
ぼすかについて理論的な考察を与えた（Haruyama and Hashimoto 2020）。 
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